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ハローワーク，障害者就業・生活支援センターの就労支援員，11 名(男性 7 名，女性 4 名)
である．(4)障害者就業・生活支援センターの支援員に対する調査（本調査）の調査対象


























えられ，自閉スペクトラム症の有病率は 1万人当たり 4 人から，この 40年間に 30 人から
60人と増加した(Rutter=2006)．近年，自閉スペクトラム症にみられる知能や障害の程度
は，従来考えられていたよりも幅が広いことが知られるようになり(Klin=2004)，最近で
は自閉症全体の有病率は 100人当たり 1 人以上という報告もある(東条 2005)．高橋(2016)













CiNii Articles 及び Google Scholar において「就労支援」をキーワードとして先行研究
を検索した（2018.9.13調べ）.結果は CiNii Articles では 2,724件，Google Scholarでは
17,400件の文献が検索された. 
次に「就業支援」をキーワードとして先行研究を検索した．結果は CiNii Articlesにつ













































－」『鹿児島国際大学大学院学術論集第 9集』2017 年 11 月. 
②「発達障害者の就労支援の課題に関する一考察－就労支援機関の連携・協働を中心とし
て－」『福祉開発研究創刊号』2018 年 2月. 
③「働く意味の変遷と働くことに関する一考察－障害をもつ人も，もたない人も－」 




り－」『福祉開発研究第 2号』2019 年 3月. 
⑥「企業の障害者雇用の取り組みに関する一考察－発達障害者雇用を中心として－」 









2016 年 5 月 25 日，参議院本会議において発達障害者支援法の改正案が，全員一致で可














 2016 年 4 月改正の障害者雇用促進法は，雇用の分野における障害を理由とする差別的取























厚生労働省社会・援護局(2013)は，2011（平成 23）年 12 月 1 日を調査日とし，平成 17
年国勢調査で使用された調査区の中から約 4,500 地区を無作為抽出し，在宅の障害者を対
象として「生活のしづらさなどに関する調査」の中で，発達障害と診断された人の調査を


















表 1-1 障害者手帳の所持者数と所持率 
 ≪手帳所持者数：人，（  ）：％≫ 






































（7.81） （7.15） (2.08) (23.61) (8.67) (18.58) (0.00) 



























次に，年齢階層別にみた障害者手帳の所持率を図 1-1 に示す． 
図 1-１より，発達障害診断者の人数は 30～39 歳の 44,200 人を頂点とした山型であるこ
とが示された．一方で，障害者手帳の所持率は 10 代の 91.9％を頂点として，年齢が進む








































































るかを図 1-2 に示す． 
 
 
 図 1-2 によると，発達障害診断者の 18～49 歳までは療育手帳の所持率が高く，50～64
歳になると身障者手帳の所持率が高くなることが示された．福祉手帳の所持率は 18～19 歳
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のの，50～59 歳では 33.33％，60～64 歳では 23.44％と低くなっていくことがわかった．
18～49 歳の身障者手帳の所持率は 11.18～15.63％であり，その差は 4.45％としか幅がな
い一方で，療育手帳は 54.93～80.47％であり，その差は 25.54％の幅があった．つまり療
育手帳の所持率が減少した割合だけ，福祉手帳の所持率が上昇したと言える． 
50 代になると，40 代まで 10％台で推移していた身障者手帳の割合が急速に増加し，50






推移は認められず，特に 30 歳以降になると 23.44～33.88％と一定の割合での所持が反映
された．つまり，発達障害診断者は，50 代以降になると急速に身体的な疾患が増加するこ
とが明らかになったとともに，30～39 歳と 60～64 歳では 4 人に 1 人，40～59 歳では 3 人




 厚生労働省の発表によると，民間に雇用されている障害者数の推移は表 2-2 に示すとお
りである．2011～2015 年まで，精神障害者の雇用者数は，前年に比べて 3,583 人，5,611
人，5,490 人，6,929 人と年々増加している．また精神障害者だけではなく，身体障害者お
よび知的障害者においても同様に増加傾向が認められた．2011 年に民間企業に雇用されて
いた 3 障害の割合は，身体障害者が障害者全体の 77.67％，知的障害者 18.77％，精神障害
者 3.56％だったが，2015 年には身体障害者は障害者全体の 70.79％，知的障害者 21.57％，
精神障害者 7.64％であり，身体障害者の雇用割合は年々減少し，知的障害者と精神障害者
の雇用割合が年々増加していることが示された．一方で，精神障害者の雇用割合は 2011 年










表 1-2 障害者別雇用者数 
    ≪雇用者数：人，（  ）：％≫ 
    身体障害者 知的障害者 精神障害者 全体数 
2011 年 284,428.0(77.67) 68,747.0(18.77) 13,024.0(3.56) 366,199.0(100.00) 
2012 年 291,013.5(76.11) 74,743.0(19.55) 16,607.0(4.34) 382,363.5(100.00) 
2013 年 303,798.5(74.29) 82,930.5(20.28) 22,218.5(5.43) 408,947.5(100.00) 
2014 年 313,314.5(72.66) 90,203.0(20.92) 27,708.0(6.43) 431,225.5(100.00) 
2015 年 320,752.5(70.79) 97,744.0(21.57) 34,637.0(7.64) 453,133.5(100.00) 
（厚生労働省「障害者雇用状況報告書」平成 23 年度版～平成 27 年度版から筆者作成） 
注：雇用者数は，身体障害者および知的障害者では重度障害者のダブルカウントを行い，重度以外の身体障害者及び知的障害者並





は，1 人を 0.5 人に相当するものとして算出しているため，障害者雇用の実際の雇用者数
とは異なる．そのため，障害の重症度を考慮に入れず，重度障害者であっても短時間労働
者であっても，障害者を 1 人として，民間企業における障害者別雇用者実数を算出したも
のが表 1-3 である． 
表 1-3 によると，2011～2015 年度まで，精神障害者の雇用者数は，前年に比べて 4,383
人，6,769 人，6,481 人，8,165 人と，年々増加している．また精神障害者だけではなく，
身体障害者および知的障害者においても同様に増加傾向が認められた．2011 年に民間企業
に雇用されていた 3障害の割合は，身体障害者が障害者全体の 73.97％，知的障害者 20.72％，






表 1-3 障害者別雇用者実数 
≪雇用者数：人，（  ）：％≫ 
  身体障害者   知的障害者    精神障害者  全体数 
2011 年 209,010(73.97) 58,547(20.72) 15,010 (5.31) 282,567(100.00) 
2012 年 214,367(71.83) 64,692(21.68) 19,393 (6.50) 298,452(100.00) 
2013 年 224,889(69.44) 72,788(22.48) 26,162 (8.08) 323,839(100.00) 
2014 年 232,544(67.43) 79,665(23.10) 32,643 (9.47) 344,852(100.00) 
2015 年 238,405(65.08) 87,140(23.79)   40,808(11.14) 366,353(100.00) 




一方で，精神障害者の雇用割合は，2011 年は 5.31％だったが，2015 年は 11.14％と増加
しており，3 障害全体の中で最も低い割合ではあるが，1 割を越えている現状が明らかとな
った．精神障害者の雇用率は他の 2 障害と比較すると，その増加率は高いものの，精神障
害者の職場定着状況は，3 か月未満の離職者が 34.7％(障害者職業総合センター 2014)と
の報告があり，離職率の高さが雇用件数の増加につながっている可能性が考えられるため，
一概に雇用件数の増加を評価するのは危険性を孕んでいると言えよう． 
次に，表 1-2 と表 1-3 における 2015 年の結果を比較したい．政府は，表 1-2 のとおり
2015 年の民間企業における障害者雇用者数を 453,133.5 人と発表しているが，実際の障害
者雇用者数は，表 1-3 のとおり 366,353 人であり，政府発表数より，86,780.5 人少ないこ















表 1-4 2015 年における障害者別数と障害者別雇用者実数 
≪雇用者数：人，（  ）：％≫ 
 身体障害者   知的障害者   精神障害者   全体数 
障害者別数 3,937,000(49.97) 741,000 (9.40) 3,201,000(40.63)    7,879,000(100.00) 
障害者別雇用者数 238,405(65.08) 87,140(23.79) 40,808(11.14) 431,225.5(100.00) 




表 1-4 によると，身体障害，知的障害，精神障害の 3 障害で障害者数の概数をみると，
身体障害者 3,937 千人，知的障害者 741 千人，精神障害者 3,201 千人となっており，身体
障害者は障害者全体の 49.97％，知的障害者は 9.40％，精神障害者は 40.63％を占めてい
た．一方で，2015年に民間企業における雇用者実数は，身体障害者は 238,405人(65.08％)，
知的障害者は 87,140 人(23.79％)，精神障害者は 40,808 人(11.14％)だった．このことか













歴史的な背景として，身体障害者は 1960 年に，知的障害者は 1997 年に義務雇用制度が成




 精神障害者の雇用数が 2011～2015 年まで数千人規模で増加している要因の一つに，











2011 年と 2012 年の雇用状況報告書では，1.8％の雇用率で資料が発表されており，
2013 年から 2.0％に引き上げられた雇用率が発表された．そのため 2012 年に 46.8％だっ
た雇用率が 2013 年に 42.7％と落ち込んでいるのは，企業側の障害者雇用が法律改正に追













1-4 より民間企業規模別の雇用率をみると 50％を超えている企業は，100～300 人未満と
























企業別規模における障害者数の推移について表 1-5 に示す． 
表 1-5 企業別規模における障害者全体（身体障害者・知的障害者・精神障害者）と 
精神障害者の雇用者数および比率 
       ≪雇用者数:人，比率：％≫ 
障害者全体の雇用者数と比率 精神障害者の雇用者数と比率 












37,410.0 39,445.0 41,249.5 4.57 10.26 1,925.0 2,486.5 3,189.5 28.27 65.69 
100～300 人 
未満 
78,157.5 82,368.0 88,406.5 7.33 13.11 4,178.0 5,192.0 6,732.5 29.67 61.14 
300～500 
人未満 
38,773.5 40,379.0 41,550.5 2.90 7.16 2,193.5 2,681.0 3,417.5 27.47 55.80 
500～1000 
人未満 
48,791.5 51,826.5 54,780.0 5.70 12.27 2,705.5 3,482.0 4,333.5 24.45 60.17 
1,000 人以上 205,815.0 217,207.0 227,147.0 4.58 10.36 11,216.5 13,866.5 16,964.0 22.34 51.24 
合 計 408,947.5 431,225.5 453,133.5 5.08 10.80 22,218.5 27,708.0 34,637.0 25.01 55.89 
（厚生労働省「障害者雇用状況報告書」平成 25 年度版～平成 27 年度版から筆者作成） 
注 1：雇用者数は，身体障害者および知的障害者では重度障害者のダブルカウントを行い，重度以外の身体障害者及び知的障害
者並びに精神障害者である．  短時間労働者については，1 人を 0.5 人に相当するものとして，算出したものである． 
注 2：前年比とは,2015 年を基準として,前年（2014 年）を比較し,増減を％で算出したものである． 



















り，2014 年に対する 2015 年の増加率は 7.33％であり，2013 年と 2015 年を比較すると，
13.11％増加していた．精神障害者において，特に増加率が高かったのは，2014 年に対す








2015 年の産業別における精神障害者の雇用者数を表 1-6 に示す． 
表 1-6 によると，産業別における障害者の雇用者数合計は，2011 年は製造業の雇用者
数が最も多く 1 位だった．一方で，2012～2015 年までは卸売業・小売業が 1 位となり，
製造業は 2 位だった．製造業と卸売業・小売業の顕著な違いは短時間労働者数であり，卸
売業・小売業が製造業より短時間労働者の数が 5 倍以上多かった．そのため，短時間労働
者を 0.5 人ではなく 1 人として単純計を出すと，2011～2014 年までの雇用者数１位は卸
売業・小売業であり，2015 年の１位は医療・福祉だった．医療・福祉は，2011 年は雇用
者数が 3,123 人で 3 位だったが，2012～2014 年まで 2 位，そして 2015 年には雇用者数が
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精神障害者数」では，2011～2015 年まですべての年度で 1 位であるが，「b:短時間労働者

























a：精神障害者数 2,458 1,981 1,314 1,142 904 298 
b：精神障害者である短時間労働者 256 1,142 1,185 319 62 229 
合 計 (a＋b×0.5） 2,586.0 2,552.0 1,906.5 1,301.5 935.0 412.5 
単純計（a＋ｂ） 2,714 3,123 2,499 1,461 966 527 
2012
年 
a：精神障害者数 3,038 2,505 1,660 2,377 1,027 395 
b：精神障害者である短時間労働者 319 1,620 1,699 623 68 395 
合 計（a＋b×0.5） 3,197.5 3,315.0 2,509.5 2,688.5 1,061.0 592.5 
単純計（a＋ｂ） 3,357 4,125 3,359 3,000 1,095 790 
2013
年 
a：精神障害者数 3,880 3,346 2,195 3,098 1,386 514 
b：精神障害者である短時間労働者 477 2,289 2,430 866 107 552 
合 計 (a＋b×0.5） 4,118.5 4,490.5 3,410.0 3,531.0 1,439.5 790.0 
単純計（a＋ｂ） 4,357 5,635 4,625 3,964 1,493 1,066 
2014
年 
a：精神障害者数 4,903 4,189 2,805 3,627 1,749 584 
b：精神障害者である短時間労働者 588 2,662 3,389 972 139 606 
合 計 (a＋b×0.5） 5,197.0 5,520.0 4,499.5 4,113.0 1,818.5 887.0 
単純計（a＋ｂ） 5,491 6,851 6,194 4,599 1,888 1,190 
2015
年 
a：精神障害者数 6,081 5,160 3,729 4,340 2,206 798 
b：精神障害者である短時間労働者 639 3,138 4,826 1,136 175 707 
合 計 (a＋b×0.5） 6,400.5 6,729.0 6,142.0 4,908.0 2,293.5 1,151.5 
単純計（a＋ｂ） 6,720 8,298 8,555 5,476 2,381 1,505 























































































































        発達障害者支援法 
障害者総合支援法 










 発達障害者支援法は，2004 年 12 月 3 日に参議院において全会一致で可決され成立し
た．本法律は 2 月から開始された厚生労働省，文部科学省共同での発達障害の支援に関す









 発達障害者支援法は，2004 年 11 月に制定されたが，その背景には戦後のわが国の障害
者福祉・障害児教育をめぐる様々な編纂があったといえる．少なくとも歴史的には，「児
童福祉法」制定までさかのぼることができる．もっとも，それは制度的な変遷にすぎな





















され，「発達障害」という障害名が障害者自立支援法に明文化されたのは 2010 年 12 月で









 一方で，1967 年に「自閉症児親の会」が発足，全国組織化が進み，1981 年の全国大会に
おいては，「自閉症児童福祉法の制定を」が大会スローガンとして掲げられた(中山 2006)．
また，1982 年には，「学習障害児・者親の会」が発足，各県へと広がりをみせ，その後 1990
年に「全国 LD 親の会」の発足へと連動していった(滝村 2006)． 
 大塚(2005)によると，わが国において，「発達障害」という用語が行政施策の中で使われ
たのは，2002 年の「自閉症・発達障害者支援センター運営事業」からである．当該事業は，






























































表 2-1 障害者雇用促進法における就労支援 






























































援 A 型」と「就労継続支援 B 型」のサービスを受けることが可能である． 
 就労移行支援事業所は 3,146 か所，就労継続支援 A 型事業所は 3,018 か所，就労継続支











































































































































































表 3-1 厚生労働白書・資料編における発達障害者の就労支援策 
厚生労働白書・資料編 概要(一部改変) 
2011 年版～2013 年版 









2014 年版，2015 年版 










2016 年版，2017 年版 































 障害者職業総合センター(2011:180)において，全国の障害者職業センター47 所並びに 5
支所の計 52 所を対象としたアンケート調査を実施した結果，46 か所の回答を得ている．
また障害者就業・生活支援センター246 所を対象としたアンケート調査を実施した結果，
112 所の回答を得ている．アンケートのなかで発達障害者における就労支援の課題の調査
を実施している．その結果を表 3-2 に示す． 


















































図 3-1 発達障害者の就労支援の連携・協働機関 
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表 3-3 発達障害者の就労までの連携・協働 
 ①本人 ②家族 ③学校 ④医療機関 ⑤支援機関 ⑥企業(社会) 
パターン 1 〇 〇 〇 × × 〇 
パターン 2 〇 〇 〇 〇 × 〇 
パターン 3 〇 〇 〇 × 〇 〇 
パターン 4 〇 〇 〇 〇 〇 〇 
 















独立行政法人日本学生支援機構(2014:56，2017:68)による，2013 年と 2016 年の大学にお
ける発達障害学生数を表 3-4 に示す． 
表 3-4 より，発達障害(診断書あり)の障害学生数を 2013 年と 2016 年で比較すると，







表 3-4 大学における発達障害学生の推移 
年 2013 年 2016 年 





















がほぼ同数であった．さらに支援障害学生数は，2013 年は 4,225 人であったが，2016年は























































































































































































































































表 4-1 日本・フランス・ドイツ・オーストリアの法定雇用率制度 
国名 法定雇用率 対象企業規模 摘要法律名 
日 本 2.2％ 45.5 人以上 障害者の雇用の促進等に関する法律 
フランス 6.0％ 20 人以上 労働法典，社会福祉・家族法典 
ドイツ 5.0％ 20 人以上 社会法典第９編，一般平等取締法 












 2018 年 4 月から，精神障害者保健福祉手帳所持者の雇用が義務化された．身体障害者雇
用率制度が創設されて 58 年，知的障害者の雇用義務化から 20 年が経過して，ようやく身
体障害や知的障害と同等の制度適用が実現した(相澤 2016)．それに伴い，障害者の法定雇
用率が引き上げられ，民間企業で 2.0％であった雇用率が 2.2％に引き上げられた．つまり，












納付金の制度が開始されたのは 1976 年であった．その当時の企業の実雇用率は 300人未
満が総じて良好であり，規模が大きい企業ほど低迷していた(丹下 2017:194)．この状態を
考慮して 30年あまりの間，301 人規模以上のみが納付金の対象となっていたが，2010年か







 常時雇用している労働者が 100 人を超える事業主で，法定雇用率を超えて障害者を雇用
している場合に調整金が支給される(障害者雇用促進法第五十条)．常時雇用している労働
者数が 100 人以下の事業主で一定数を超えて障害者を雇用している場合に報奨金が支給さ


























図 4-1 障害者雇用の納付金制度 
障害者雇用納付金の徴収 







(注:2015 年 4 月から常時雇用する労働者数 100 人
を超える事業主に適応対象が拡大された．このと
き，新たに制度の対象となった事業主(常時雇用す
る労働者数 100 人を超えて 200 人以下)は施行から
5 年間(2015年 4 月から 2020 年 3 月まで)納付金が
月額 40,000 円に減額される． 
障害者雇用調整金の支給：1 人当たり月額 27,000 円 
・常時雇用する労働者数 100 人を超える法定雇用率達成事業主
の申請に基づき支給 


















































表 4-2 企業規模別の障害者雇用に対する認識と評価 
（「そう思う」「どちらかといえばそう思う」の合計） 
 
200 人以下 201～300 人 301～999 人 1,000 人以上 
障害者雇用を義務付ける法律は障害
者雇用を促進するために必要である 
89.8％ 87.6％ 93.9％ 94.7％ 
障害者雇用は企業の社会的責任とし
て重要である 
94.9％ 91.9％ 96.0％ 96.8％ 
自社はすでに障害者雇用に十分積極
的である 












 表 4-2 より，企業規模に関係なく，障害者雇用を義務付ける法律は障害者雇用を促進する
ために必要であり，障害者雇用は企業の社会的責任として重要であると考えている企業が，









































表 4-3 就職後支援機関の定着支援別にみた職場定着率 
 定着支援の有無 人数 3 か月 6 か月 9 か月 1 年 
身体障害 
定着支援あり 87人 92.0 86.2 82.8 79.3 
定着支援なし 1,151 人 75.7 67.0 62.3 58.3 
知的障害 
定着支援あり 256人 91.4 83.6 79.3 75.0 
定着支援なし 194人 74.2 64.9 58.8 55.7 
精神障害 
定着支援あり 262人 87.8 82.8 74.0 66.4 
定着支援なし 841人 63.1 53.4 46.3 42.8 
発達障害 
定着支援あり 115人 92.2 87.0 82.6 80.0 
定着支援なし 112人 76.8 71.4 65.2 61.6 

























研究として，中小企業(56 人以上 300 人以下)と大企業(301 人以上)で障害者雇用経路に差
異があるかどうかを調査し，その結果を公表している．障害者職業総合センター(2013:22)



















56～300人 36.6 21.6 6.6 5.5 4.3









































56～300人 40.1 45.1 9.5 2.3 3.0





















であり，大企業の 30.1％と比較すると，10 ポイント高いことが明らかとなった． 
一方，「やや不満である」「不満である」と回答したのは，中小企業で 11.8％，大企業で




る研究として，中小企業(56 人以上 300人以下)と大会社(301 人以上)で雇用した障害者へ
の評価への影響に差異があるかどうかを調査し，その結果を公表している．結果のなかか






表 4-4 障害者雇用への評価への影響 
評価への影響内容 56～300人 301～999 人 
仕事を遂行する能力 53.0％ 52.2％ 
仕事に対する意欲 26.2％ 27.9％ 
遅刻・欠勤などの勤務態度  6.2％  7.4％ 




































































































①対象者と人数：調査協力者は発達障害者の母親 1 名である． 
②期間：2017 年 4 月と 2017 年 11月に各 1回ずつ実施した． 




































の内容，支援者について表 5-1 にまとめた． 
 
表 5-1 母親へのインタビューのまとめ 






























































































































































































































































など多くの人の理解と支援を受けることができ，母親も大学 3・4 年くらいから，A さんの
なかに柔軟性が出てきたと語っていた． 

































































































































②期間：2017 年 8 月 22 日(火)に行い，インタビューは 1回，50 分であった． 
③調査項目:質問項目は「Aさんの障害についてどのように受け止めていますか」，「Aさんの
業務について教えてください．どうして，この業務の担当になったのでしょうか．」，「A さ










































表 5-2 ジョブマッチング 
















































表 5-3 発達障害の特性への理解 
































































表 5-4 得意・不得意な側面 






















































































































































































































































ラベルづくり 文章化 図解化 
図 1  狭義の KJ法一ラウンド 
表札づくり 
出典:川喜田(1986:123)より一部抜粋作成 








②人数：調査対象者は 11 名(男性 7 名，女性 4 名)であった． 
③期間：2017 年 4 月から 2017 年 12 月に実施した． 
④時間：インタビューは一回，約 60 分を目処に行った．インタビューの平均時間は 72
分であった(50 分～90 分)． 
表 5-5 調査対象者の属性 
性別内訳(人) 男性 7 
 女性 4 
所属機関 障害者職業センター 2 
 職業能力開発促進センター 2 
 ポリテクカレッジ 2 
 こども総合療育センター(発達障害者支援センター) 2 
 ハローワーク 1 
















本研究では，KJ 法(川喜田 1986:121-169)の要領を参考に分析をおこなった． 
①インタビュー内容を逐語記録に起こし，言語データとした． 







④74 の「小グループ」をまとめ，表札をつけた結果，18 の「中グループ」に分類された． 
⑤18 の「中グループ」をまとめ，表札をつけた結果，7 の「大グループ」に分類された． 
⑥7 の「大グループ」をまとめ，表札をつけた結果，3 の「中核概念」に分類された． 
⑦「小グループ」の表札を「  」，「中グループ」の表札を≪ ≫，「大グループ」の表札















分析の結果，3 の「中核概念」，7 の「大グループ」，18 の「中グループ」，74 の「小グ














表 5-6-1 就労支援員のインタビューまとめ（就労支援員の取り組み） 




















































































































































表 5-6-3 就労支援員のインタビューまとめ（自己実現） 














































































































































































































































































































①対象者:調査対象者は A 県の障害者就業・生活支援センターの支援員である． 
②人数：調査対象者は７名(男性 5 名，女性 2 名)であった． 
③期間：2018 年 11 月から 2019 年 4 月に実施した． 
④時間と逐語録の文字数：インタビューは一回，約 60 分を目処に行った．インタビュー
の平均時間は 78 分であった(66 分～90 分)．インタビュー時間と逐語録の文字数は表
5-7 のとおりである． 
表 5-7 インタビュー時間と逐語録の文字数 
 時間 文字数 
A 氏（30 代・男性） 88 分 16,688 
B 氏（60 代・女性） 81 分 17,593 
C 氏（40 代・女性） 66 分 14,217 
D 氏（40 代・男性） 68 分 12,914 
E 氏（30 代・男性） 90 分 15,967 
F 氏（30 代・男性） 69 分 18,233 
G 氏（30 代・男性） 83 分 16,309 
合 計 545 分 111,921 












②言語データを精読した後，横 10 ㎝×縦 7.5 ㎝のシール式のラベルに転記した．その際に


















分析の結果，6 の「大グループ」，14 の「中グループ」に分類された(表 5-8)．6 の「大
グループ」は【障害受容までの差が大きい】【障害受容のきっかけ】【本人・家族の障害観】
【複雑な思い】【母親と父親の障害受容の差】【支援員の対応】であった．また，見取図を








表 5-8 障害理解・障害受容の分類表 















す．(A 氏 17) 
障害受容できているかた，できてない方いらっしゃるけれど，できていないかたのほ




























すが，どんどん応募されていたのですが，まず面接まで至らないんです．(B 氏 24) 
全く病院にかかったことがないという方でつながってくることは，ほとんどないで
す．というのは，そういう方は多分，受容ができていないから．病院にかかっていな

































































































めるか，その方の障害観の差で受容までの時間が違うと思います．(G 氏 39) 
本人の話しを聞いて，ご家族の話しを聞くと，ご家族も，その障害観が大きいんだな
と思います．それって，またその親御さんの親とか，世間体とか，田舎とかだとそう

















れてから，支援に入った感じですね．(D 氏 08) 
本人は受容していても，家族が受容していなければやっぱり，お父さんお母さんがで
すね．（本人も家族も受容しているのが一番いい）それは，もう．一番，すすみやすい













(A 氏 21) 
保護者のかたも，受容できる方と受容ができないかたがいらっしゃって，そこが難し



























































































































































≪障害者は宝≫であった．また，見取図を図 5-9 に示す． 
 
   表 5-9 企業の障害理解の分類表 















かもですね．(E 氏 57) 
（年配の方が多い職場だと）理解の部分がですね．入っていかないですね．しつけの部
分と似ていて，怠けとかさぼりでしょうとか，そういう部分は非常に感じるかなと気が
します．(C 氏 32) 
<会社の経営者の方々は発達障害者の雇用について，どのようなお考えをお持ちでしょ
うか．>発達障害と精神障害，知的障害との違いがピンときていないのかという感じが


























らいというところが，うまくいかない事例には多いのかなと思います．(C 氏 07) 
本当に根本的なところかなと思うんだけれど，そこが一番最初の関りを持つところなの
で．なかなか外見からわからない方たちもいらっしゃって，どこに困っているんだろう


































と．(F 氏 52) 
どうしても難しい人は，時々聞いてもらうとか，最初緊張する人は，声をかけてもらう
とか，現場への働きかけを我々もしますが，それを 10 年も何十年もする必要はないと






























理です．(B 氏 31) 
うまくいった事例として，環境の部分は大きいのかなと非常に感じます．仕事をする環






ね，一緒に働く人の仕組みがですね．(B 氏 30) 
別な視点から言えば，職場に職親みたいな上司がなって，なんでも相談していいよって，
両親に代わって，職場の中にキーパーソンがいると，落ち着くかもしれません．そうい































































































































































   表 5-10 職場定着のための有効支援の分類表 




















スもあったりもします．(A 氏 34) 
A さんは，ご自分で(食事を)作るのは難しくて，ヘルパーさんをお願いしています．そう
いうことはあります．週に 2，3 回，お願いしていると思います．生活の状況もヘルパー






















































































































































































































































































































































対象にはなっています．(F 氏 02) 
基本的にハローワークはもちろんですし，相談支援事業所，えっー，所属していた事業所
だったり，あとはまた病院だったり，いろいろ，卒業したばかりの方だったら，特別支援
























































































































への周知≫≪コーディネーターの確保≫であった．また，見取図を図 5-11 に示す． 
 
  表 5-11 就労支援のための課題の分類表 






















































































































































































































































































  本人：【障害受容のまでの差が大きい】   
 ≪ケースバイケース≫  
【支援員の対応】 ≪自己理解ができる人≫ 本人：【障害受容のきっかけ】 
≪自己選択を尊重≫ ≪自己理解が適切でない人≫ ≪安心して話せる人の存在≫ 







    家族：【複雑な思い】 
 ≪今まで普通にやってきたのに≫  ≪選択肢が増える≫ 
  
 家族：【母親と父親の障害受容の差】 
 ≪父親の存在はあまりない≫  ≪母親の障害理解がはやい≫ 
 障害受容が難しい       障害受容を得やすい  
















































≪障害理解の低さ≫  ≪障害理解の高さ≫ 
   
【上司や同僚の対応】  【現場の環境調整】 
≪伝わりづらさ≫ ≪過度な対応≫ ≪キーパーソンの存在≫ 
 ≪環境整備≫ 
≪健常者の傷つき体験≫ ≪障害者の担当者≫ 
   
  【発達障害者雇用の利点】 
  ≪良い変化がうまれた≫ 
  ≪雇用したい≫ 
  ≪強みをどう生かすか≫ 
  ≪障害者は宝≫ 
















んは自分の働くスタイルや一人暮らしの家事等を勘案して，朝 30 分早く来社し，昼に 30
分休み時間を少なくすることで，終業時間は変化させないという働き方を納得する形で選

























【生活支援】   
≪健康管理≫  ≪生活面でのトラブル≫ 【関係機関との連携の利点】 
   ≪橋渡し・つなげる役割≫ 
【ジョブマッチング】  【会社側への情報の伝え方】 ≪関係機関の共通認識・共通理解≫ 
≪職場実習の重要性≫  ≪本人の情報をしっかりと伝える≫ ≪連携のための関係機関≫ 
≪合理的配慮≫  ≪情報を伝える相手≫  
     
【支援者としての視座】  【支援者としての視座】 
≪信頼を得る≫  ≪信頼を得る≫ 
≪本人の選択を尊重≫   
≪失敗経験のフォロー≫   
≪自立を促す≫   
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研究代表者：鹿児島国際大学大学院博士後期課程１年 四元真弓 








は 2部作成し，研究代表者と研究協力者で 1部ずつ保管することに同意します. 













か A さんに変化がありましたか. 
 





























































































平成  年  月  日 
 
ご芳名：                
156 
 
資料６ 
インタビューガイド（本調査） 
（半構造化面接） 
 
1．仕事全体の枠組みについて教えてください. 
2．これまでのお仕事のなかで，印象に残った発達障害者の就労について聞かせください. 
うまくいった事例とうまくいかなかった事例を教えてください. 
3．発達障害者の障害理解あるいは障害受容について聞かせてください. 
4．保護者の子ども(発達障害者)の障害理解あるいは障害受容について聞かせてください. 
①母親 
②父親 
③兄弟姉妹 
 
5．会社の経営者は，発達障害者の雇用について，どのようなお考えをもっていらっしゃるのでし
ょうか. 
①知的障害者のこと 
②発達障害者のこと 
③身体障害者のこと 
④精神障害者のこと 
 
6．発達障害者の身近な存在として働く上司や同僚の方々はどのように発達障害者のことを受け
止めていらっしゃるのでしょうか. 
7．発達障害者の就労支援に関して，どのような支援が有効だと思いますか. 
①ハローワーク 
②障害者職業センター 
③事業所 
④当事者 
⑤家族 
8．発達障害者の就労に関して，課題として考えられることはどのようなことでしょうか. 
①生活リズム 
②通勤の方法 
③継続性 
④生活上のトラブル 
⑤職場でのトラブル(パワハラ，セクハラ，孤立) 
⑥常勤化の問題 
⑦遅刻，無断欠勤，早退 
⑧金銭管理 
⑨コミュニケーション 
⑩報告・連絡・相談（特に相談相手となってくださる方は？） 
 
